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(57)【要約】
本明細書に開示されるのは、管、例えば、医療用管類を
ともに解放可能に接続するためのコネクタシステムと、
そのようなコネクタシステムを作製および使用する方法
との実施形態であって、それによって、コネクタシステ
ムは、第１の通路を有するメス型結合器と、第２の通路
を有するオス型結合器と、メス型結合器に移動可能に結
合されるキャッチと、オス型結合器に結合されるキャッ
チ受容要素とを含む。コネクタシステムはさらに、メス
型結合器に移動可能に結合される解放要素を含み、それ
によって、メス型結合器のメス型結合器外側表面に沿っ
た、またはそれにわたる、解放要素の進行は、キャッチ
をキャッチ受容要素から係脱させ、コネクタシステムの
接続解除された状態を達成する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムであって、
　第１の通路を有するメス型結合器と、
　第２の通路を有するオス型結合器と、
　前記メス型結合器に移動可能に結合されるキャッチと、
　前記オス型結合器に結合されるキャッチ受容要素と、
　を備え、前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて
、前記キャッチは、前記キャッチ受容要素と係合し、前記メス型結合器の軸方向位置を前
記オス型結合器に対して固定し、それによって、前記第１および第２の通路が、流体連通
状態に配置され、流体流路を提供する、前記コネクタシステムの接続された状態を達成し
、
　前記メス型結合器に移動可能に結合される解放要素と、
　をさらに備え、前記メス型結合器のメス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進行
は、前記キャッチを前記キャッチ受容要素から係脱させ、前記コネクタシステムの接続解
除された状態を達成する、
コネクタシステム。
【請求項２】
　前記進行は、前記メス型結合器外側表面に沿った線形運動を含む、請求項１に記載のコ
ネクタシステム。
【請求項３】
　前記線形運動は、前記メス型結合器外側表面に沿った摺動運動を含む、請求項２に記載
のコネクタシステム。
【請求項４】
　前記メス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進行は、前記メス型結合器外側表面
に対して０°～約±４５°の角度で指向される力の印加によって達成される、請求項１に
記載のコネクタシステム。
【請求項５】
　前記メス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進行は、メス型結合器の第１および
第２の端部間の前記メス型結合器外側表面に沿った縦方向進行を含む、請求項１に記載の
コネクタシステム。
【請求項６】
　前記縦方向進行は、前記メス型結合器外側表面に沿った摺動進行を含む、請求項５に記
載のコネクタシステム。
【請求項７】
　前記摺動進行は、前記メス型結合器外側表面に対してほぼ平行である、請求項６に記載
のコネクタシステム。　
【請求項８】
　前記メス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進行は、前記メス型結合器外側表面
の周りでの円周方向進行を含む、請求項１に記載のコネクタシステム。　
【請求項９】
　前記円周方向進行は、前記メス型結合器外側表面に対してほぼ平行である、請求項８に
記載のコネクタシステム。
【請求項１０】
　前記円周方向進行は、前記メス型結合器外側表面の周りでの螺旋進行を含む、請求項８
に記載のコネクタシステム。
【請求項１１】
　前記解放要素は、前記メス型結合器外側表面に沿った線形運動を、前記キャッチの往復
運動に変換するように構成される、請求項２に記載のコネクタシステム。
【請求項１２】
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　前記解放要素は、前記メス型結合器外側表面に沿った線形運動を、前記メス型結合器の
内部に向かう前記キャッチの内向き運動、または前記メス型結合器の内部から離れる前記
キャッチの外向き運動に変換する、請求項１１に記載のコネクタシステム。
【請求項１３】
　前記解放要素が前記キャッチを前記メス型結合器の内部に向けて内向きに付勢し、前記
キャッチと前記キャッチ受容要素を係合させて、前記コネクタシステムの接続された状態
を達成する、解放要素の第１の位置に向けて、前記解放要素を付勢する、解放要素付勢部
材をさらに備える、請求項１２に記載のコネクタシステム。
【請求項１４】
　前記解放要素付勢部材は、弾力性圧縮性部材を備える、請求項１３に記載のコネクタシ
ステム。
【請求項１５】
　前記弾力性圧縮性部材は、ばねを備える、請求項１４に記載のコネクタシステム。
【請求項１６】
　非圧縮状態にあるとき、前記弾力性圧縮性部材は、前記解放要素を前記解放要素の第１
の位置に向けて付勢する、請求項１４に記載のコネクタシステム。
【請求項１７】
　圧縮された状態に向けての強制的推進に応じて、前記弾力性圧縮性部材は、前記解放要
素が、解放要素の第２の位置に配置されることを可能にし、前記キャッチが、前記メス型
結合器の内部から離れるように外向きに移動し、前記キャッチ受容要素から係脱し、前記
コネクタシステムの前記接続解除された状態を達成することを可能にする、請求項１６に
記載のコネクタシステム。
【請求項１８】
　前記キャッチ受容要素は、前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸
方向結合に応じてメス型結合器嵌合可能端部内に嵌合可能に受容される、オス型結合器嵌
合可能端部に近接して、前記オス型結合器に結合される、請求項１に記載のコネクタシス
テム。
【請求項１９】
　前記キャッチ受容要素は、前記オス型結合器嵌合可能端部に近接してオス型結合器外側
表面内に配置される保定溝を有する、請求項１８に記載のコネクタシステム。
【請求項２０】
　前記キャッチは、前記保定溝内に受容可能なボールを備える、請求項１８に記載のコネ
クタシステム。
【請求項２１】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムであって、
　　第１の通路を画定する第１の導管と、
　　前記第１の通路を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁と、
　　前記第１の通路の外側に配置される第１の弁付勢部材であって、前記第１の弁を第１
の弁閉鎖位置に向けて付勢するように動作可能である、第１の弁付勢部材と、
　を備える、メス型結合器と、
　第２の通路を画定する第２の導管を備える、オス型結合器と、
を備え、
　前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、前記コ
ネクタシステムの接続された状態が、達成され、
　前記接続された状態では、前記第１の弁は、第１の弁開放位置に向けて強制的に推進さ
れ、流体が前記第１の通路を通して流動することを可能にする、
コネクタシステム。
【請求項２２】
　前記第１の弁は、前記第１の導管と入れ子式に係合する、請求項２１に記載のコネクタ
システム。
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【請求項２３】
　前記第１の弁は、前記第１の導管の周りに入れ子式に配置される、請求項２２に記載の
コネクタシステム。
【請求項２４】
　前記第１の弁は、前記第１の導管にわたって縦方向進行可能である、請求項２３に記載
のコネクタシステム。
【請求項２５】
　前記第１の弁の第１の弁内側表面は、前記第１の導管の第１の導管外側表面に隣接して
配置される、請求項２４に記載のコネクタシステム。
【請求項２６】
　前記第１の弁内側表面と前記第１の導管外側表面との間の液密シールをさらに備える、
請求項２５に記載のコネクタシステム。
【請求項２７】
　前記第１の導管外側表面に結合されるＯリングをさらに備え、
　前記Ｏリングは、前記第１の弁内側表面と前記第１の導管外側表面との間の前記液密シ
ールを提供する、
請求項２６に記載のコネクタシステム。
【請求項２８】
　前記第１の弁は、第１のポートに近接する前記第１の導管の部分を完全に囲繞する、請
求項２６に記載のコネクタシステム。
【請求項２９】
　前記第１の導管外側表面の一部は、前記第１の弁が移動可能な第１の弁座を提供する、
請求項２８に記載のコネクタシステム。
【請求項３０】
　前記第１の弁閉鎖位置への第１の方向における前記第１の弁座内の前記第１の弁の進行
に応じて、前記第１の弁は、前記第１の通路と流体連通する前記第１のポートをシール可
能に閉塞し、前記第１の通路を通る流体流動が中断される、第１の通路閉鎖状態を提供す
る、請求項２９に記載のコネクタシステム。
【請求項３１】
　軸方向に離間された関係において前記第１の導管に固定して結合される、第１のシール
アセンブリをさらに備え、
　前記第１の弁と前記第１のシールアセンブリのシール可能係合は、前記第１の弁閉鎖位
置を提供する、
請求項３０に記載のコネクタシステム。
【請求項３２】
　前記第１のシールアセンブリはさらに、Ｏリング支持体に結合されるＯリングを備え、
　前記Ｏリングは、前記第１の弁内側表面と前記第１のシールアセンブリとの間の液密シ
ールを提供する、
請求項３１に記載のコネクタシステム。
【請求項３３】
　前記第１の弁付勢部材は、前記第１の弁を前記第１のシールアセンブリに向けて付勢す
る、請求項３１に記載のコネクタシステム。
【請求項３４】
　前記第１の弁付勢部材は、弾力性圧縮性部材を備える、請求項３３に記載のコネクタシ
ステム。
【請求項３５】
　前記弾力性圧縮性部材は、ばねを備える、請求項３４に記載のコネクタシステム。
【請求項３６】
　前記ばねは、螺旋ばねを備える、請求項３５に記載のコネクタシステム。
【請求項３７】
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　前記螺旋ばねは、前記第１の弁の一部を完全に囲繞する、請求項３６に記載のコネクタ
システム。
【請求項３８】
　前記螺旋ばねの螺旋ばね第１の端部は、前記第１の導管外側表面から外向きに延在する
第１のリブを押し付け、前記螺旋ばねの反対側の、螺旋ばね第２の端部は、前記第１の弁
外側表面から外向きに延在する第２のリブを押し付ける、請求項３７に記載のコネクタシ
ステム。
【請求項３９】
　前記第１の方向とは逆の、第２の方向における強制的推進は、前記螺旋ばねを圧縮され
た状態に向けて圧縮し、前記第１の弁が、前記第１のシールアセンブリから離れるように
、かつ前記第１のポートから離れるように第１の弁開放位置に向かって前記第１の弁座内
を進行することを可能にし、したがって、第１の通路開放状態を提供し、前記第１のポー
トを通して、故に、前記第１の通路を通して、流体流動を可能にする、請求項３８に記載
のコネクタシステム。
【請求項４０】
　前記第２の方向における前記強制的推進は、前記メス型およびオス型結合器の解放可能
かつ嵌合可能な軸方向結合から生じる、請求項３９に記載のコネクタシステム。
【請求項４１】
　前記オス型結合器はさらに、
　前記第２の通路を通る流体流動を中断させるように動作可能な第２の弁であって、前記
第２の導管によって提供される、第２の弁と、
　前記第２の通路の外側に配置される第２の弁付勢部材であって、前記第２の弁を第２の
弁閉鎖位置に向けて付勢するように動作可能である、第２の弁付勢部材と、
を備える、請求項２１に記載のコネクタシステム。
【請求項４２】
　前記第２の導管が移動可能な第２の弁座をさらに備える、請求項４１に記載のコネクタ
システム。
【請求項４３】
　前記第２の弁座は、前記第２の導管と入れ子式に係合する、請求項４２に記載のコネク
タシステム。
【請求項４４】
　前記第２の弁座は、前記第２の導管の周りに入れ子式に配置される、請求項４３に記載
のコネクタシステム。
【請求項４５】
　前記第２の導管は、前記第２の弁座内で縦方向進行可能である、請求項４４に記載のコ
ネクタシステム。
【請求項４６】
　前記第２の弁座の第２の弁座内側表面は、前記第２の導管の第２の導管外側表面に隣接
して配置される、請求項４５に記載のコネクタシステム。
【請求項４７】
　前記第２の弁座内側表面と前記第２の導管外側表面との間の液密シールをさらに備える
、請求項４６に記載のコネクタシステム。
【請求項４８】
　前記第２の導管外側表面に結合されるＯリングをさらに備え、
　前記Ｏリングは、前記第２の弁座内側表面と前記第２の導管外側表面との間の液密シー
ルを提供する、
請求項４７に記載のコネクタシステム。
【請求項４９】
　前記第２の弁座は、第２のポートに近接する前記第２の導管の部分を完全に囲繞する、
請求項４７に記載のコネクタシステム。
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【請求項５０】
　前記第２の弁閉鎖位置への第１の方向における前記第２の弁座内の前記第２の導管の進
行に応じて、前記第２の導管は、前記第２の通路と流体連通する前記第２のポートをシー
ル可能に閉塞し、前記第２の通路を通る流体流動が中断される、第２の通路閉鎖状態を提
供する、請求項４９に記載のコネクタシステム。
【請求項５１】
　軸方向に離間された関係において前記第２の導管に固定して結合される第２のシールア
センブリをさらに備え、
　前記第２のシールアセンブリと、前記第２の弁座内側表面によって提供される係合表面
とのシール可能係合は、前記第２の弁閉鎖位置を提供する、
請求項５０に記載のコネクタシステム。
【請求項５２】
　前記第２のシールアセンブリはさらに、Ｏリング支持体に結合されるＯリングを備え、
　前記Ｏリングは、前記係合表面と前記第２のシールアセンブリとの間の液密シールを提
供する、
請求項５１に記載のコネクタシステム。
【請求項５３】
　前記第２の弁付勢部材は、前記第２のシールアセンブリを前記係合表面に向けて付勢す
る、請求項５１に記載のコネクタシステム。
【請求項５４】
　前記第２の弁付勢部材は、弾力性圧縮性部材を備える、請求項５３に記載のコネクタシ
ステム。
【請求項５５】
　前記弾力性圧縮性部材は、ばねを備える、請求項５４に記載のコネクタシステム。
【請求項５６】
　前記ばねは、螺旋ばねを備える、請求項５５に記載のコネクタシステム。
【請求項５７】
　前記螺旋ばねは、前記第２の導管の一部を完全に囲繞する、請求項５６に記載のコネク
タシステム。
【請求項５８】
　前記螺旋ばねの螺旋ばね第１の端部は、第１のリブを押し付け、前記螺旋ばねの反対側
の、螺旋ばね第２の端部は、前記第２の導管外側表面から外向きに延在する第２のリブを
押し付ける、請求項５７に記載のコネクタシステム。
【請求項５９】
　前記第１の方向とは逆の、第２の方向における強制的推進は、前記螺旋ばねを圧縮され
た状態に向けて圧縮し、前記第２の導管が、前記第２の弁座内を進行し、前記第２のシー
ルアセンブリを、前記係合表面から離れるように、かつ前記第２のポートから離れるよう
に第２の弁開放位置に向けて配置することを可能にし、したがって、第２の通路開放状態
を提供し、前記第２のポートを通して、故に、前記第２の通路を通して、流体流動を可能
にする、請求項５８に記載のコネクタシステム。
【請求項６０】
　前記第２の方向における強制的推進は、前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ
嵌合可能な軸方向結合から生じる、請求項５９に記載のコネクタシステム。
【請求項６１】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムを作製する方法であって、
　第１の通路を有するメス型結合器を提供するステップと、
　第２の通路を有するオス型結合器を提供するステップと、
　キャッチを前記メス型結合器に移動可能に結合するステップと、
　キャッチ受容要素を前記オス型結合器に結合するステップと、
　解放要素を前記メス型結合器に移動可能に結合するステップと、
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を含み、前記メス型結合器のメス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進行は、前記
キャッチを前記キャッチ受容要素から係脱させ、前記コネクタシステムの接続解除された
状態を達成する、方法。
【請求項６２】
　前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、前記キ
ャッチは、前記キャッチ受容要素と係合し、前記メス型結合器の軸方向位置を前記オス型
結合器に対して固定し、それによって、前記第１および第２の通路が、流体連通状態に配
置され、流体流路を提供する、前記コネクタシステムの接続された状態を達成する、請求
項６１に記載の方法。
【請求項６３】
　前記メス型結合器外側表面に沿った線形運動を、前記キャッチの往復運動に変換するよ
うに構成される、前記解放要素を提供するステップをさらに含む、請求項６２に記載の方
法。
【請求項６４】
　前記解放要素が前記キャッチを前記メス型結合器の内部に向けて内向きに付勢し、前記
キャッチと前記キャッチ受容要素を係合させて、前記コネクタシステムの前記接続された
状態を達成する、解放要素の第１の位置に向けて、前記解放要素を付勢する、解放要素付
勢部材を提供するステップをさらに含む、請求項６３に記載の方法。
【請求項６５】
　前記解放要素付勢部材を弾力性圧縮性部材として提供するステップをさらに含む、請求
項６４に記載の方法。
【請求項６６】
　前記弾力性圧縮性部材をばねとして提供するステップをさらに含む、請求項６５に記載
の方法。
【請求項６７】
　前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じてメス型結
合器嵌合可能端部内に嵌合可能に受容される、オス型結合器嵌合可能端部に近接して、前
記キャッチ受容要素を前記オス型結合器に結合するステップをさらに含む、請求項６１に
記載の方法。
【請求項６８】
　前記キャッチ受容要素を、前記オス型結合器嵌合可能端部に近接してオス型結合器外側
表面内に配置される保定溝として提供するステップをさらに含む、請求項６７に記載の方
法。
【請求項６９】
　前記キャッチを前記保定溝内に受容可能なボールとして提供するステップをさらに含む
、請求項６８に記載の方法。
【請求項７０】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムを作製する方法であって、
　　第１の通路を画定する第１の導管と、
　　前記第１の通路を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁と、
　　前記第１の通路の外側に配置される第１の弁付勢部材であって、前記第１の弁を第１
の弁閉鎖位置に向けて付勢するように動作可能である、第１の弁付勢部材と、
　を備える、メス型結合器を提供するステップと、
　第２の通路を画定する第２の導管を備える、オス型結合器を提供するステップと、
を含む、方法。
【請求項７１】
　前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、前記コ
ネクタシステムの接続された状態が達成される、請求項７０に記載の方法。
【請求項７２】
　前記接続された状態では、前記第１の弁は、第１の弁開放位置に向けて強制的に推進さ
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れ、流体が前記第１の通路を通して流動することを可能にする、請求項７１に記載の方法
。
【請求項７３】
　前記第１の弁と前記第１の導管を入れ子式に係合するステップをさらに含む、請求項７
２に記載の方法。
【請求項７４】
　前記第１の弁を前記第１の導管の周りに入れ子式に配置するステップをさらに含む、請
求項７３に記載の方法。
【請求項７５】
　前記第１の弁の第１の弁内側表面を前記第１の導管の第１の導管外側表面に隣接して配
置するステップをさらに含む、請求項７４に記載の方法。
【請求項７６】
　前記第１の弁内側表面と前記第１の導管外側表面との間の液密シールを提供するステッ
プをさらに含む、請求項７５に記載の方法。
【請求項７７】
　Ｏリングを前記第１の導管外側表面に結合するステップをさらに含み、
　前記Ｏリングは、前記第１の弁内側表面と前記第１の導管外側表面との間の前記液密シ
ールを提供する、
請求項７６に記載の方法。
【請求項７８】
　前記第１の弁が移動可能な第１の弁座を提供するように前記第１の導管外側表面の一部
を構成するステップをさらに含む、請求項７７に記載の方法。
【請求項７９】
　軸方向に離間された関係において第１のシールアセンブリを前記第１の導管に固定して
結合するステップをさらに含み、
　前記第１の弁と前記第１のシールアセンブリのシール可能係合は、前記第１の弁閉鎖位
置を提供する、
請求項７８に記載の方法。
【請求項８０】
　Ｏリング支持体に結合されるＯリングを備える、前記第１のシールアセンブリを提供す
るステップをさらに含み、
　前記Ｏリングは、前記第１の弁内側表面と前記第１のシールアセンブリとの間の液密シ
ールを提供する、
請求項７９に記載の方法。
【請求項８１】
　前記第１の弁付勢部材を弾力性圧縮性部材として提供するステップをさらに含む、請求
項７９に記載の方法。
【請求項８２】
　前記弾力性圧縮性部材をばねとして提供するステップをさらに含む、請求項８１に記載
の方法。
【請求項８３】
　前記ばねを螺旋ばねとして提供するステップをさらに含む、請求項８２に記載の方法。
【請求項８４】
　前記螺旋ばねで前記第１の弁の一部を完全に囲繞するステップをさらに含む、請求項８
３に記載の方法。
【請求項８５】
　前記第２の通路を通る流体流動を中断させるように動作可能な第２の弁であって、前記
第２の導管によって提供される、第２の弁と、
　前記第２の通路の外側に配置される第２の弁付勢部材であって、前記第２の弁を第２の
弁閉鎖位置に向けて付勢するように動作可能である、第２の弁付勢部材と、
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をさらに備える、前記オス型結合器を提供するステップをさらに含む、請求項７０に記載
の方法。
【請求項８６】
　前記第２の導管が移動可能な第２の弁座を提供するステップをさらに含む、請求項８５
に記載の方法。
【請求項８７】
　前記第２の弁座と前記第２の導管を入れ子式に係合するステップをさらに含む、請求項
８６に記載の方法。
【請求項８８】
　前記第２の弁座を前記第２の導管の周りに入れ子式に配置するステップをさらに含む、
請求項８７に記載の方法。
【請求項８９】
　前記第２の弁座の第２の弁座内側表面を前記第２の導管の第２の導管外側表面に隣接さ
せて配置するステップをさらに含む、請求項８８に記載の方法。
【請求項９０】
　前記第２の弁座内側表面と前記第２の導管外側表面との間の液密シールを提供するステ
ップをさらに含む、請求項８９に記載の方法。
【請求項９１】
　Ｏリングを前記第２の導管外側表面に結合するステップをさらに含み、
　前記Ｏリングは、前記第２の弁座内側表面と前記第２の導管外側表面との間の液密シー
ルを提供する、
請求項９０に記載の方法。
【請求項９２】
　軸方向に離間された関係において第２のシールアセンブリを前記第２の導管に固定して
結合するステップをさらに含み、
　前記第２のシールアセンブリと、前記第２の弁座内側表面によって提供される係合表面
とのシール可能係合は、前記第２の弁閉鎖位置を提供する、
請求項９１に記載の方法。
【請求項９３】
　Ｏリング支持体に結合されるＯリングを備える、前記第２のシールアセンブリを提供す
るステップをさらに含み、
　前記Ｏリングは、前記係合表面と前記第２のシールアセンブリとの間の液密シールを提
供する、
請求項９２に記載の方法。
【請求項９４】
　前記第２の弁付勢部材を弾力性圧縮性部材として提供するステップをさらに含む、請求
項９２に記載の方法。
【請求項９５】
　前記弾力性圧縮性部材をばねとして提供するステップをさらに含む、請求項９４に記載
の方法。
【請求項９６】
　前記ばねを螺旋ばねとして提供するステップをさらに含む、請求項９５に記載の方法。
【請求項９７】
　前記螺旋ばねで前記第２の導管の一部を完全に囲繞するステップをさらに含む、請求項
９６に記載のコネクタシステム。
【請求項９８】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムを使用する方法であって、
　　第１の通路を有するメス型結合器と、
　　第２の通路を有するオス型結合器と、
　　前記メス型結合器に移動可能に結合されるキャッチと、
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　　前記オス型結合器に結合されるキャッチ受容要素と、
　　を備え、前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じ
て、前記キャッチは、前記キャッチ受容要素と係合し、前記メス型結合器の軸方向位置を
前記オス型結合器に対して固定し、それによって、前記第１および第２の通路が、流体連
通状態に配置され、流体流路を提供する、前記コネクタシステムの接続された状態を達成
し、
　　前記メス型結合器に移動可能に結合される解放要素と、
　　をさらに備え、前記メス型結合器のメス型結合器外側表面に沿った前記解放要素の進
行は、前記キャッチを前記キャッチ受容要素から係脱させ、前記コネクタシステムの接続
解除された状態を達成する、
　前記コネクタシステムを得るステップと、
　第１の管を前記メス型結合器に結合するステップと、
　第２の管を前記オス型結合器に結合するステップと、
　前記メス型およびオス型結合器を解放可能に結合し、前記コネクタシステムの前記接続
された状態を達成するステップと、
を含む、方法。
【請求項９９】
　流体を前記流体流路を通して流動させるステップをさらに含む、請求項９９に記載の方
法。
【請求項１００】
　前記解放要素を強制的に推進し、前記メス型結合器外側表面に沿って進行させ、前記キ
ャッチを前記キャッチ受容要素から係脱させ、前記コネクタシステムの前記接続解除され
た状態を達成するステップをさらに含む、請求項９９に記載の方法。
【請求項１０１】
　管を解放可能に接続するためのコネクタシステムを使用する方法であって、
　　　第１の通路を画定する第１の導管と、
　　　前記第１の通路を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁と、
　　　前記第１の通路の外側に配置される第１の弁付勢部材であって、前記第１の弁を第
１の弁閉鎖位置に向けて付勢するように動作可能である、第１の弁付勢部材と、
　　を備える、メス型結合器と、
　　第２の通路を画定する第２の導管を備える、オス型結合器と、
　を備え、
　　前記メス型およびオス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、前記
コネクタシステムの接続された状態が、達成され、
　　前記接続された状態では、前記第１の弁は、第１の弁開放位置に向けて強制的に推進
され、流体が前記第１の通路を通して流動することを可能にする、
　前記コネクタシステムを得るステップと、
　第１の管を前記メス型結合器に結合するステップと、
　第２の管を前記オス型結合器に結合するステップと、
　前記メス型およびオス型結合器を解放可能に結合し、前記コネクタシステムの前記接続
された状態を達成するステップと、
を含む、方法。
【請求項１０２】
　流体を前記第１の通路を通して流動させるステップをさらに含む、請求項１０１に記載
の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　国際特許協力条約による本願は、米国非仮特許出願第１５／４１０，６３６号（２０１
７年１月１９日出願）の継続出願であり、この米国非仮特許出願は、米国仮特許出願第６
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２／２９９，４９９号（２０１６年２月２４日出願）および米国仮特許出願第６２／２８
０，３５４号（２０１６年１月１９日出願）の利益を主張する。各々が、本明細書中に参
考として援用される。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００２】
Ｉ．本発明の開示
　本発明の特定の実施形態の広義の目的は、管、例えば、医療用管類をともに解放可能に
接続するためのコネクタシステムと、そのようなコネクタシステムを作製および使用する
方法とを提供することであり得、それによって、コネクタシステムは、第１の通路を有す
るメス型結合器と、第２の通路を有するオス型結合器と、メス型結合器に移動可能に結合
されるキャッチと、オス型結合器に結合されるキャッチ受容要素とを含む。メス型および
オス型結合器の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、キャッチは、キャッチ受容
要素と係合し、メス型結合器の軸方向位置をオス型結合器に対して固定し、それによって
、第１および第２の通路が、流体連通状態に配置され、流体流路を提供する、コネクタシ
ステムの接続された状態を達成する。コネクタシステムはさらに、メス型結合器に移動可
能に結合される解放要素を含み、それによって、メス型結合器のメス型結合器外側表面に
沿った、またはそれにわたる、解放要素の進行は、キャッチをキャッチ受容要素から係脱
させ、コネクタシステムの接続解除された状態を達成する。
【０００３】
　本発明の特定の実施形態の広義の目的は、通路を通る流体流動を中断させるように動作
可能な少なくとも１つの弁をさらに含む、上記に説明されるようなコネクタシステムを提
供することであり得、それによって、弁は、メス型およびオス型結合器が、解放可能かつ
嵌合可能に結合すると、通路の外部または外側に、故に、流体流路の外部または外側に配
置される弁付勢部材によって付勢され、コネクタシステムの接続された状態を達成する。
【０００４】
　当然ながら、本発明のさらなる目的は、明細書の他の部分、図面、および請求項全体を
通して開示される。
【図面の簡単な説明】
【０００５】
【図１Ａ】図１Ａは、コネクタシステムの特定の実施形態を使用する方法の例証である。
【０００６】
【図１Ｂ】図１Ｂは、図１Ａおよび図２Ａから図４Ｇに示されるコネクタシステムの特定
の実施形態の分解斜視図である。
【０００７】
【図２Ａ】図２Ａは、コネクタシステムの特定の実施形態の斜視図であって、それによっ
て、第１およびオス型結合器は、解放可能かつ嵌合可能に係合される。
【０００８】
【図２Ｂ】図２Ｂは、図２Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の側面図であ
る。
【０００９】
【図２Ｃ】図２Ｃは、図２Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の上面図であ
る。
【００１０】
【図２Ｄ】図２Ｄは、図２Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の底面図であ
る。
【００１１】
【図２Ｅ】図２Ｅは、図２Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の第１の端面
図である。
【００１２】
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【図２Ｆ】図２Ｆは、図２Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の第２の端面
図である。
【００１３】
【図２Ｇ】図２Ｇは、図２Ｅに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の断面図であ
って、それによって、第１およびオス型結合器は、解放可能かつ嵌合可能に係合される。
【００１４】
【図２Ｈ】図２Ｈは、図２Ｅに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の断面図であ
って、それによって、第１およびオス型結合器は、隣接する軸方向関係にあるが、解放可
能かつ嵌合可能に係合されない。
【００１５】
【図３Ａ】図３Ａは、コネクタシステムのメス型結合器の特定の実施形態の斜視図である
。
【００１６】
【図３Ｂ】図３Ｂは、図３Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の側面図である
。
【００１７】
【図３Ｃ】図３Ｃは、図３Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の上面図である
。
【００１８】
【図３Ｄ】図３Ｄは、図３Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の底面図である
。
【００１９】
【図３Ｅ】図３Ｅは、図３Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の第１の端面図
である。
【００２０】
【図３Ｆ】図３Ｆは、図３Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の第２の端面図
である。
【００２１】
【図３Ｇ】図３Ｇは、図３Ｅに示されるコネクタシステムのメス型結合器の断面図である
。
【００２２】
【図３Ｈ】図３Ｈは、図３Ｂに示されるコネクタシステムのメス型結合器の断面図である
。
【００２３】
【図３Ｉ】図３Ｉは、図３Ｈに示されるコネクタシステムのメス型結合器の断面図である
。
【００２４】
【図４Ａ】図４Ａは、コネクタシステムのオス型結合器の特定の実施形態の斜視図である
。
【００２５】
【図４Ｂ】図４Ｂは、図４Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の側面図である
。
【００２６】
【図４Ｃ】図４Ｃは、図４Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の上面図である
。
【００２７】
【図４Ｄ】図４Ｄは、図４Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の底面図である
。
【００２８】
【図４Ｅ】図４Ｅは、図４Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の第１の端面図
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である。
【００２９】
【図４Ｆ】図４Ｆは、図４Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の第２の端面図
である。
【００３０】
【図４Ｇ】図４Ｇは、図４Ｅに示されるコネクタシステムのオス型結合器の断面図である
。
【００３１】
【図５Ａ】図５Ａは、コネクタシステムの特定の実施形態斜視図であって、それによって
、第１およびオス型結合器は、解放可能かつ嵌合可能に係合される。
【００３２】
【図５Ｂ】図５Ｂは、図５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の側面図であ
る。
【００３３】
【図５Ｃ】図５Ｃは、図５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の上面図であ
る。
【００３４】
【図５Ｄ】図５Ｄは、図５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の底面図であ
る。
【００３５】
【図５Ｅ】図５Ｅは、図５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の第１の端面
図である。
【００３６】
【図５Ｆ】図５Ｆは、図５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の第２の端面
図である。
【００３７】
【図５Ｇ】図５Ｇは、図５Ｃに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の断面図であ
って、それによって、第１およびオス型結合器は、解放可能かつ嵌合可能に係合される。
【００３８】
【図５Ｈ】図５Ｈは、図５Ｃに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の断面図であ
る、それによって、第１およびオス型結合器は、隣接する軸方向関係にあるが、解放可能
かつ嵌合可能に係合されない。
【００３９】
【図６Ａ】図６Ａは、コネクタシステムのメス型結合器の特定の実施形態の斜視図である
。
【００４０】
【図６Ｂ】図６Ｂは、図６Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の側面図である
。
【００４１】
【図６Ｃ】図６Ｃは、図６Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の上面図である
。
【００４２】
【図６Ｄ】図６Ｄは、図６Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の底面図である
。
【００４３】
【図６Ｅ】図６Ｅは、図６Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の第１の端面図
である。
【００４４】
【図６Ｆ】図６Ｆは、図６Ａに示されるコネクタシステムのメス型結合器の第２の端面図
である。
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【００４５】
【図６Ｇ】図６Ｇは、図６Ｃに示されるコネクタシステムのメス型結合器の断面図である
。
【００４６】
【図７Ａ】図７Ａは、コネクタシステムのオス型結合器の特定の実施形態の斜視図である
。
【００４７】
【図７Ｂ】図７Ｂは、図７Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の側面図である
。
【００４８】
【図７Ｃ】図７Ｃは、図７Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の上面図である
。
【００４９】
【図７Ｄ】図７Ｄは、図７Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の底面図である
。
【００５０】
【図７Ｅ】図７Ｅは、図７Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の第１の端面図
である。
【００５１】
【図７Ｆ】図７Ｆは、図７Ａに示されるコネクタシステムのオス型結合器の第２の端面図
である。
【００５２】
【図７Ｇ】図７Ｇは、図７Ｃに示されるコネクタシステムのオス型結合器の断面図である
。
【００５３】
【図８Ａ】図８Ａは、コネクタシステムの解放要素の斜視図であって、それによって、解
放要素は、メス型結合器外側表面に沿って、またはそれにわたって指向される力の印加に
よって達成され得る、メス型結合器外側表面に沿った、またはそれにわたった解放要素の
進行を図示するために一対の矢印として描写される。
【００５４】
【図８Ｂ】図８Ｂは、図８Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の側面図である。
【００５５】
【図８Ｃ】図８Ｃは、図８Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第１の端面図であ
る。
【００５６】
【図８Ｄ】図８Ｄは、図８Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第２の端面図であ
る。
【００５７】
【図９Ａ】図９Ａは、コネクタシステムの解放要素の斜視図であって、それによって、解
放要素は、メス型結合器外側表面に沿って、またはそれにわたって円周方向に指向される
力の印加によって達成され得る、メス型結合器外側表面の周りでの解放要素の円周方向進
行を図示するために矢印として描写される。
【００５８】
【図９Ｂ】図９Ｂは、図９Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の側面図である。
【００５９】
【図９Ｃ】図９Ｃは、図９Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第１の端面図であ
る。
【００６０】
【図９Ｄ】図９Ｄは、図９Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第２の端面図であ
る。
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【００６１】
【図１０Ａ】図１０Ａは、コネクタシステムの解放要素の斜視図であって、それによって
、解放要素は、メス型結合器外側表面に沿って、またはそれにわたって円周方向に指向さ
れる力の印加によって達成され得る、メス型結合器外側表面の周りでの解放要素の円周方
向進行を図示するために矢印として描写される。
【００６２】
【図１０Ｂ】図１０Ｂは、図１０Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の断面図であ
って、それによって、キャッチが、解放要素内側表面第１の部分によって画定された開放
する第１の部分内に配置され、解放要素の第１の位置を提供する。
【００６３】
【図１１Ａ】図１１Ａは、コネクタシステムの解放要素の斜視図であって、それによって
、解放要素は、メス型結合器外側表面に沿って、またはそれにわたって円周方向に指向さ
れる力の印加によって達成され得る、メス型結合器外側表面の周りでの解放要素の円周方
向進行を図示するために矢印として描写される。
【００６４】
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、図１１Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の断面図であ
って、それによって、キャッチが、解放要素内側表面の第２の部分によって画定された開
放する第２の部分内に配置され、解放要素の第２の位置を提供する。
【００６５】
【図１２Ａ】図１２Ａは、コネクタシステムの解放要素の斜視図であって、それによって
、解放要素は、メス型結合器外側表面に沿って、またはそれにわたって螺旋状に指向され
る力の印加によって達成され得る、メス型結合器外側表面の周りでの解放要素の螺旋進行
を図示するために矢印として描写される。
【００６６】
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、図１２Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の側面図であ
る。
【００６７】
【図１２Ｃ】図１２Ｃは、図１２Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第１の端面
図である。
【００６８】
【図１２Ｄ】図１２Ｄは、図１２Ａに示されるコネクタシステムの解放要素の第２の端面
図である。
【００６９】
【図１３Ａ】図１３Ａは、角度付けられた表面に対して軸方向に隣接する関係に配置され
る弾力性かつ可撓性のある部材として構成される弁付勢部材の特定の実施形態の斜視図で
あって、それによって、弾力性かつ可撓性のある部材は、非撓曲状態にある。
【００７０】
【図１３Ｂ】図１３Ｂは、図１３Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の側面図であ
る。
【００７１】
【図１３Ｃ】図１３Ｃは、図１３Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の上面図であ
る。
【００７２】
【図１３Ｄ】図１３Ｄは、図１３Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の底面図であ
る。
【００７３】
【図１３Ｅ】図１３Ｅは、図１３Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の第１の端面
図である。
【００７４】
【図１３Ｆ】図１３Ｆは、図１３Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の第２の端面



(16) JP 2019-504970 A 2019.2.21

10

20

30

40

50

図である。
【００７５】
【図１３Ｇ】図１３Ｇは、図１３Ｅに示される弁付勢部材の特定の実施形態の断面図であ
る。
【００７６】
【図１４Ａ】図１４Ａは、角度付けられた表面に対して軸方向に隣接する関係に配置され
る弾力性かつ可撓性のある部材として構成される弁付勢部材の特定の実施形態の斜視図で
あって、それによって、弾力性かつ可撓性のある部材は、撓曲状態にある。
【００７７】
【図１４Ｂ】図１４Ｂは、図１４Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の側面図であ
る。
【００７８】
【図１４Ｃ】図１４Ｃは、図１４Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の上面図であ
る。
【００７９】
【図１４Ｄ】図１４Ｄは、図１４Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の底面図であ
る。
【００８０】
【図１４Ｅ】図１４Ｅは、図１４Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の第１の端面
図である。
【００８１】
【図１４Ｆ】図１４Ｆは、図１４Ａに示される弁付勢部材の特定の実施形態の第２の端面
図である。
【００８２】
【図１４Ｇ】図１４Ｇは、図１４Ｅに示される弁付勢部材の特定の実施形態の断面図であ
る。
【００８３】
【図１５Ａ】図１５Ａは、コネクタシステムの第１の端部に結合されるＪ－ループを含む
、コネクタシステムの特定の実施形態斜視図であって、それによって、第１およびコネク
タシステムのオス型結合器は、解放可能かつ嵌合可能に係合される。
【００８４】
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、図１５Ａに示されるコネクタシステムの特定の実施形態の斜視
図であるが、それによって、第１およびオス型結合器は、隣接する軸方向関係にあるが、
解放可能かつ嵌合可能に係合されない。
【発明を実施するための形態】
【００８５】
　ここで主に、生体医療用環境において採用される医療用管類等の管（２）をともに解放
可能に接続するためのコネクタシステム（１）の特定の実施形態を使用する方法を図示す
る、図１Ａを参照する。有利には、コネクタシステム（１）は、比較的に容易かつ固着し
て接続されることができ、さらに、比較的に容易に意図的に接続解除される。
【００８６】
　ここで主に、図１Ｂから図７Ｆを参照すると、コネクタシステム（１）は、第１の通路
（４）を有するメス型結合器（３）と、第２の通路（６）を有するオス型結合器（５）と
を含む。メス型およびオス型結合器（３）（５）の解放可能かつ嵌合可能な軸方向（また
は縦方向）結合に応じて（またはより簡潔に述べると、メス型およびオス型結合器（３）
（５）の接続に応じて）、コネクタシステム（１）の接続された状態（７）が、達成され
、第１および第２の通路（４）（６）を流体連通状態に配置し、流体流路（８）を提供す
る。
【００８７】
　本発明の目的のため、縦方向は、第１の通路（４）、第２の通路（６）、および／また



(17) JP 2019-504970 A 2019.2.21

10

20

30

40

50

は流体流路（８）に対して平行であると見なされることができる。
【００８８】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）はさらに、メス型結合器（３）に移
動可能に結合されるキャッチ（９）と、オス型結合器（５）に結合されるキャッチ受容要
素（１０）とを含むことができる。メス型およびオス型結合器（３）（５）の接続に応じ
て、キャッチ（９）は、キャッチ受容要素（１０）と係合し、メス型結合器（３）の軸方
向位置をオス型結合器（５）に対して固定し、それによって、コネクタシステム（１）の
接続された状態（７）を達成する。
【００８９】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）はさらに、メス型結合器（３）に移
動可能に結合される解放要素（１１）を含むことができ、それによって、メス型結合器（
３）のメス型結合器外側表面（１２）に沿った、またはそれにわたった解放要素（１１）
の進行は、キャッチ（９）をキャッチ受容要素（１０）から係脱させ、コネクタシステム
（１）の接続解除された状態（１３）を達成する。
【００９０】
　本発明の目的のため、用語「キャッチ」は、キャッチ受容要素（１０）との嵌合可能係
合に応じて、部分的または完全に、メス型結合器（３）等の関連付けられた構成要素の進
行を拘束するように機能することができる、拘束部を意味する。
【００９１】
　本発明の目的のため、用語「キャッチ受容要素」は、キャッチ（９）との嵌合可能係合
に応じて、部分的または完全に、オス型結合器（５）等の関連付けられた構成要素の進行
を拘束するように機能することができる、拘束部を意味する。
【００９２】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）は、メス型およびオス型結合器（３
）（５）の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合の成功に応じて、接続印を提供し、接続さ
れた状態（７）を達成するように構成されることができ、それによって、接続印は、可視
印、可聴印、可触印、または同等物、もしくはそれらの組み合わせであることができる。
解放要素
【００９３】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図３Ｇから図３Ｉを参照すると、特定の実施形態
に関して、解放要素（１１）は、カムとして構成されることができ、キャッチ（９）は、
従動子として機能することができ、それによって、解放要素（１１）は、入力運動をキャ
ッチ（９）の往復運動に変換することができる。
【００９４】
　本発明の目的のため、用語「カム」は、機械的連結部内の移動可能な要素を意味し、そ
れによって、カムは、不規則周縁を有することができ、運動を変換する、例えば、第１の
方向における運動を第２の方向における運動に変換する際に有用であり得る。
【００９５】
　本発明の目的のため、用語「従動子」は、機械的連結部内の移動可能な要素を意味し、
それによって、従動子の移動は、カムの移動から生じる。
【００９６】
　例えば、メス型結合器外側表面（１２）に沿った解放要素（１１）の線形または摺動運
動は、キャッチ（９）が、メス型結合器（３）の内部に向かって内向きにまたはメス型結
合器（３）の内部から離れるように外向きにのいずれかにおいて移動し得るように、キャ
ッチ（９）の内向きまたは外向き運動に変換されることができる。
【００９７】
　解放要素（１１）は、図２Ｇおよび図３Ｇから図３Ｉの実施例に示されるように、解放
要素（１１）を解放要素の第１の位置（１５）に向けて付勢する、解放要素付勢部材（１
４）によって付勢されることができる。
【００９８】
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　特定の実施形態に関して、解放要素の第１の位置（１５）にあるとき、解放要素（１１
）は、キャッチ（９）をメス型結合器（３）の内部に向けて内向きに付勢し、キャッチ（
９）とキャッチ受容要素（１０）を係合させ、コネクタシステム（１）の接続された状態
（７）を達成することができる。
【００９９】
　単なる１つの例証的実施例として、解放要素付勢部材（１４）は、ばね（例えば、コイ
ルばね）等の弾力性圧縮性部材（１６）として構成されることができ、それによって、弾
力性圧縮性部材（１６）が、通常付勢状態である、非圧縮状態（１７）に配置されると、
解放要素（１１）は、解放要素の第１の位置（１５）に配置される。しかしながら、解放
要素付勢部材（１４）は、本特定の構成に限定される必要はない。
【０１００】
　ここで主に、図２Ｈを参照すると、強制的推進に応じて、弾力性圧縮性部材（１６）は
、圧縮された状態（１８）に向かって圧縮され、解放要素（１１）を解放要素の第２の位
置（１９）に配置し、キャッチ（９）がメス型結合器（３）の内部から離れるように外向
きに移動し、キャッチ受容要素（１０）から係脱し、コネクタシステム（１）の接続解除
された状態（１３）を達成することを可能にすることができる。
【０１０１】
　メス型結合器外側表面（１２）に沿った、またはそれにわたった解放要素（１１）の進
行は、メス型結合器外側表面（１２）に対して０°～約±４５°の角度で指向される力等
、メス型結合器外側表面（１２）に沿って、またはそれにわたって指向される力の印加に
よって達成されることができる。これは、典型的には、結合器外側表面対してほぼ法線（
またはほぼ垂直）の軸に沿った指向される力の印加に応じて進行するように構成される、
解放要素を有し、それによって、本タイプの解放要素の１つの例証的実施例は、プッシュ
ボタン解放要素または押下可能解放要素である、従来の「迅速解放」結合器と全く対照的
である。瞬間的解放要素（１１）は、メス型結合器外側表面（１２）に対して０°～約±
４５°の角度で指向される力のみが、キャッチ（９）をキャッチ受容要素（１０）から係
脱させ、コネクタシステム（１）の接続解除された状態（１３）を達成し、したがって、
メス型結合器外側表面（１２）に対して約±４５°～約９０°の角度で非意図的に印加さ
れる力による不注意による接続解除を妨げることができるため、従来の技術より有利であ
る。
【０１０２】
　ここで主に、図２Ａから図３Ｉおよび図８Ａから図８Ｄを参照すると、特定の実施形態
に関して、弾力性圧縮性部材（１６）を圧縮された状態（１８）に向けて強制的に推進し
得る、解放要素（１１）の進行は、メス型結合器外側表面（１２）に沿った縦方向進行で
あることができる。単なる１つの例証的実施例として、縦方向進行は、メス型の結合器第
１および第２の端部（２０）（２１）間に生じることができる。
【０１０３】
　特定の実施形態に関して、縦方向進行は、メス型結合器外側表面（１２）に沿った摺動
進行であることができる。さらに、特定の実施形態に関して、縦方向進行は、メス型結合
器外側表面（１２）に対して線形またはほぼ平行であって、メス型結合器外側表面（１２
）に対して約０°の角度を有することができる。
【０１０４】
　ここで主に、図９Ａから図１２Ｄを参照すると、他の特定の実施形態に関して、弾力性
圧縮性部材（１６）を圧縮された状態（１８）に向けて強制的に推進し得る、解放要素（
１１）の進行は、メス型結合器外側表面（１２）の周りでの円周方向進行であることがで
きる。
【０１０５】
　特定の実施形態に関して、円周方向進行は、メス型結合器外側表面（１２）の周りでの
回転進行であることができ、それによって、円周方向進行は、部分的または完全に、メス
型結合器外側表面（１２）の円周を中心とするかどうかにかかわらず、メス型結合器外側
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表面（１２）の円周の周りでの任意の量の進行であることができる。さらに、特定の実施
形態に関して、円周方向進行は、メス型結合器外側表面（１２）に対してほぼ平行である
ことができる。
【０１０６】
　ここで主に、図１２Ａから図１２Ｄを参照すると、特定の実施形態に関して、円周方向
進行は、メス型結合器外側表面（１２）の周りでの螺旋進行であることができる。
キャッチおよびキャッチ受容要素の実施形態
【０１０７】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、図３Ｈ、および図４Ｇを参照すると、特定の実
施形態に関して、キャッチ（９）は、ボール（２２）等の球状要素として構成されること
ができ、キャッチ受容要素（１０）は、ボール（２２）の一部または全体を受容するよう
に構成される、保定溝（２３）として構成されることができる。しかしながら、キャッチ
（９）およびキャッチ受容要素（１０）は、これらの特定の構成に限定される必要はなく
、当業者に公知であろうように、任意の嵌合可能キャッチ（９）およびキャッチ受容要素
（１０）として構成されることができる。
【０１０８】
　ボール（２２）は、メス型結合器外側表面（１２）に近接してメス型結合器（３）に移
動可能に結合されることができる。例えば、ボール（２２）は、メス型結合器外側表面（
１２）によって画定された開口部（２４）内に移動可能に配置されることができ（図１Ｂ
の実施例に示されるように）、それによって、開口部（２４）は、開口部（２４）を通し
て、メス型結合器（３）の内部に向かって内向きにまたはメス型結合器の内部（３）から
離れるように外向きにボール（２２）の移動を可能にするように十分に構成されることが
できる。さらに、ボール（２２）は、解放要素（１１）の真下でメス型結合器（３）に移
動可能に結合されることができる。
【０１０９】
　保定溝（２３）は、メス型およびオス型結合器（３）（５）の解放可能かつ嵌合可能な
軸方向結合に応じて、メス型結合器嵌合可能端部（２６）内に嵌合可能に受容され、コネ
クタシステム（１）の接続された状態（７）を提供する、オス型結合器嵌合可能端部（２
５）に近接して、オス型結合器（５）に結合されることができる。例えば、保定溝（２３
）は、オス型結合器嵌合可能端部（２５）に近接して、オス型結合器外側表面（２７）内
に配置されることができる。
【０１１０】
　キャッチ（９）とキャッチ受容要素（１０）の係合が、メス型結合器（３）の軸方向位
置をオス型結合器（５）に対して固定することができるように、保定溝（２３）内へのボ
ール（２２）の受容も、対応して、メス型結合器（３）の軸方向位置をオス型結合器（５
）に対して固定し、コネクタシステム（１）の接続された状態（７）を達成する。
【０１１１】
　ボール（２２）の内向き移動は、メス型結合器嵌合可能端部（２６）内へのオス型結合
器嵌合可能端部（２５）の嵌合可能受容に応じて、保定溝（２３）内へのボール（２２）
の係合を促進することができる。
【０１１２】
　逆に言えば、ボール（２２）の外向き移動は、保定溝（２３）内からのボール（２２）
の係脱を促進し、それによって、メス型およびオス型結合器（３）（５）が軸方向移動に
よって相互から接続解除することを可能にすることができる。
【０１１３】
　ボール（２２）の内向きおよび外向き、対応して、保定溝（２３）の内および外への移
動は、少なくとも部分的に、解放要素（１１）によって制御されることができ、それによ
って、解放要素（１１）は、カムとして機能することができ、ボール（２２）は、従動子
として機能することができる（概して、上記に説明されるように）。故に、メス型結合器
外側表面（１２）に沿った解放要素（１１）の線形または摺動運動は、ボール（９）の内
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向きまたは外向き移動に変換され、ボール（９）を保定溝（２３）に向けて内向きにまた
は保定溝（２３）から離れるように外向きにのいずれかにおいて移動させることができる
。
【０１１４】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図３Ｇを参照すると、メス型結合器外側表面（１
２）に近接して（または隣接して）配置される、解放要素内側表面（２８）は、ボール係
止表面（３０）およびボール係止解除表面（３１）を有する、カム表面（２９）を提供す
ることができる。
【０１１５】
　ボール係止表面（３０）は、ボール係止解除表面（３１）より長い距離にメス型結合器
外側表面（１２）に向かって下向きに延在し、それによって、ボール係止表面（３０）を
ボール係止解除表面（３１）よりメス型結合器外側表面（１２）の近くに配置する。換言
すると、ボール係止解除表面（３１）は、ボール係止表面（３０）より長い距離にメス型
結合器外側表面（１２）から離れるように上向きに延在し、それによって、ボール係止解
除表面（３１）をボール係止表面（３０）よりメス型結合器外側表面（１２）から離れて
配置する。
【０１１６】
　対応して、ボール係止表面（３０）とボール（２２）を整合（または接触）させるため
のボール（２２）にわたるカム表面（２９）の移動は、ボール（２２）を内向きにかつ保
定溝（２３）内への係合に向けて付勢し、コネクタシステム（１）の接続された状態（７
）を達成する。逆に言えば、ボール係止解除表面（３１）とボール（２２）を整合（また
は接触）させるためのボール（２２）にわたるカム表面（２９）の移動は、ボール（２２
）が、保定溝（２３）から離れるように外向きに移動することを可能にし、それによって
、ボール（２２）が保定溝（２３）内から係脱することを可能にする。
【０１１７】
　ここで主に、図２Ｇおよび図３Ｇから図３Ｉを参照すると、解放要素付勢部材（１４）
、例えば、弾力性圧縮性部材（１６）は、非圧縮状態（１７）にあるとき、解放要素（１
１）を解放要素の第１の位置（１５）に向けて付勢することができる。解放要素の第１の
位置（１５）にあるとき、ボール係止表面（３０）は、ボール（２２）と整合（または接
触）し、対応して、ボール（２２）を内向きにかつ保定溝（２３）内への係合に向けて付
勢し、コネクタシステム（１）の接続された状態（７）を達成する。
【０１１８】
　ここで主に、図２Ｈを参照すると、強制的推進に応じて、弾力性圧縮性部材（１６）は
、圧縮された状態（１８）に向かって圧縮され、解放要素（１１）を、ボール係止解除表
面（３１）がボール（２２）と整合（または接触）する解放要素の第２の位置（１９）に
配置し、ボール（２２）が、保定溝（２３）から離れるように外向きに移動し、コネクタ
システム（１）の接続解除された状態（１３）を達成することを可能にすることができる
。
第１の弁
【０１１９】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）はさらに、少なくとも１つの導管と
、導管を通る流体流動を中断させるように動作可能な少なくとも１つの弁とを含むことが
できる。
【０１２０】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、図３Ｉ、図５Ｇ、図５Ｈ、および図６Ｇを参照
すると、メス型結合器（３）は、第１の通路（４）を画定する第１の導管（３２）（特定
の実施形態に関して、固定または可撤性フィルタを含んでもよい）と、第１の通路（４）
を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁（３３）とを含むことができる。
第１の弁（３３）は、第１の弁座（３４）内を移動可能であって、第１の通路（４）と流
体連通する第１のポート（３５）をシール可能に閉塞し、それによって、第１のポート（
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３５）を通る、故に、第１の通路（４）を通る流体流動が中断される、第１の通路閉鎖状
態（３６）を提供することができる。
【０１２１】
　第１の弁（３３）は、第１の弁（３３）を、第１の弁（３３）が、例えば、第１のポー
ト（３５）をシール可能に覆い、第１の通路閉鎖状態（３６）を提供することによって、
第１のポート（３５）をシール可能に閉塞する、第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて付勢
する、第１の弁付勢部材（３７）によって付勢されることができる。
【０１２２】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉを参照すると、単なる１つの例証
的実施例として、第１の弁付勢部材（３７）は、ばね等の弾力性圧縮性部材（１６）とし
て構成されることができるが、しかしながら、第１の弁付勢部材（３７）は、本特定の構
成に限定される必要はない。
【０１２３】
　通常付勢状態である、非圧縮状態（１７）にあるとき、弾力性圧縮性部材（１６）は、
第１の弁（３３）を、第１の弁（３３）が、第１のポート（３５）をシール可能に閉塞し
、第１の通路閉鎖状態（３６）を提供する（図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉの実施例に示
されるように）、第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて付勢することができる。
【０１２４】
　強制的推進に応じて、弾力性圧縮性部材（１６）は、圧縮された状態（１８）に向かっ
て圧縮され、第１の弁（３３）が、第１のポート（３５）から離れるように第１の弁開放
位置（３９）に向かって第１の弁座（３４）内を進行することを可能にし、したがって、
第１の通路開放状態（４０）を提供し、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路
（４）を通る流体流動を可能にすることができる（図２Ｇの実施例に示されるように）。
【０１２５】
　ここで主に、図２Ｇを参照すると、弾力性圧縮性部材（１６）は、メス型およびオス型
結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、圧縮された状態（１８）に向
かって圧縮されることができ、したがって、第１の弁（３３）が、第１のポート（３５）
から離れるように第１の弁開放位置（３９）に向かって第１の弁座（３４）内を進行し、
したがって、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路（４）を通る流体流動を可
能にする第１の通路開放状態（４０）を提供することを可能にする。さらに、コネクタシ
ステム（１）の接続された状態（７）の達成に応じて、第１の通路（４）は、オス型結合
器（５）の第２の通路（６）と流体連通し、流体流路（８）を提供することができ、それ
を通して、流体は、コネクタシステムの第１および第２の端部（４１）（４２）間を流動
することができる。
【０１２６】
　従来の「迅速解放」結合器とは対照的に、瞬間的第１の弁付勢部材（３７）は、メス型
およびオス型結合器（３）（５）が接続し、コネクタシステム（１）の接続された状態（
７）を達成すると、第１の通路（４）の外部または外側に、故に、流体流路（８）の外部
または外側に配置される。対応して、流体流路（８）内の流体流動弾は、力性圧縮性部材
（１６）に接触せず、これは、流体流路（８）内の菌膜成長のための潜在的基質の排除お
よび流体流路（８）内の流体流動に対する物理的妨害物の排除を含む、複数の理由から有
利であり得る。
【０１２７】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉを参照すると、第１の例証的実施
例として、第１の弁（３３）は、第１の弁（３３）が、第１の導管（３２）の周りに入れ
子式に配置され、第１の導管（３２）にわたって縦方向に進行する、または第１の導管（
３２）にわたって縦方向に摺動し得るように、第１の導管（３２）と入れ子式に係合する
ように構成されることができる。
【０１２８】
　本構成を用いることで、第１の弁（３３）の第１の弁内側表面（４３）は、第１の導管
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（３２）の第１の導管外側表面（４４）に隣接して配置されることができ、それによって
、液密シールは、第１の弁内側表面（４３）と第１の導管外側表面（４４）との間に存在
することができる。特定の実施形態に関して、Ｏリング（４５）は、第１の導管外側表面
（４４）に結合されることができる、例えば、Ｏリング（４５）は、少なくとも部分的に
、第１の導管外側表面（４４）内に嵌め込まれることができ、それによって、第１の弁内
側表面（４３）によって覆われると、Ｏリング（４５）は、第１の弁内側表面（４３）と
第１の導管外側表面（４４）との間の液密シールを提供するように機能することができる
。
【０１２９】
　第１の弁（３３）は、部分的または完全にのいずれかにおいて、第１の導管（３２）お
よび第１のポート（３５）の構成に応じて、第１のポート（３５）に近接して（または隣
接して）第１の導管（３２）の一部を囲繞することができる。図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、
および図３Ｉに図示される特定の実施形態に示されるように、第１の弁（３３）は、第１
の弁（３３）および第１の導管（３２）のその部分が同軸であるように、第１のポート（
３５）に近接して第１の導管（３２）の一部を完全に囲繞することができる。したがって
、第１の弁（３３）および第１のポート（３５）に近接する第１の導管（３２）の部分は
、同心関係に配置されることができる。
【０１３０】
　本構成を用いることで、第１の導管（３２）および第１の弁（３３）はともに、第１の
通路（４）の一部を提供することができる。より具体的には、第１の導管内側表面（４６
）および第１の弁内側表面（４３）は、第１の通路（４）の一部を画定することができる
。特定の実施形態に関して、第１の導管内側表面（４６）および第１の弁内側表面（４３
）は、円形またはほぼ円形の断面を有する円筒形またはほぼ円筒形である、第１の通路（
４）を画定することができる（図３Ｆの実施例に示されるように）。
【０１３１】
　再び、主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉを参照すると、特定の実施形態に
関して、第１の導管外側表面（４４）の一部は、第１の弁（３３）が移動し得る、具体的
には、第１の弁（３３）が第１の導管（３２）にわたって縦方向に進行し得る、第１の弁
座（３４）を提供することができる。
【０１３２】
　第１の弁（３３）は、第１の方向（４７）に、第１の弁（３３）が、第１の通路（４）
と流体連通する第１のポート（３５）をシール可能に閉塞する、第１の弁閉鎖位置（３８
）まで、第１の弁座（３４）内を進行し（図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉの実施例に示さ
れるように）、それによって、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路（４）を
通る流体流動が中断される、第１の通路閉鎖状態（３６）を提供することができる。
【０１３３】
　第１の弁閉鎖位置（３８）にあるとき、第１の弁（３３）は、軸方向に離間された関係
において第１の導管（３２）に固定して結合される、第１のシールアセンブリ（４８）と
シール可能に係合することができる。例えば、１つまたはそれを上回るスペーサ（４９）
は、第１のシールアセンブリ（４８）を第１の導管（３２）に固定して結合し、第１のシ
ールアセンブリ（４８）を第１の導管（３２）に対して離間された関係に配置する、また
は第１のシールアセンブリ（４８）を第１の導管（３２）から離して配置することができ
る。第１の通路閉鎖状態（３６）を提供するために、第１の弁（３３）は、第１のシール
アセンブリ（４８）とシール可能に係合するための距離を横断して第１の弁座（３４）内
を進行し、第１のポート（３５）をシール可能に閉塞し、第１の通路（４）を通る流体流
動を中断させることができる。
【０１３４】
　特定の実施形態に関して、第１の導管（３２）および第１のシールアセンブリ（４８）
は、一体型構造体として形成されることができる。しかしながら、本発明は、そのように
限定される必要はない。特定の実施形態に関して、第１の導管（３２）、１つまたはそれ
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を上回るスペーサ（４９）、および第１のシールアセンブリ（４８）は、一体型構造体と
して形成されることができる。しかしながら、本発明は、そのように限定される必要はな
い。
【０１３５】
　特定の実施形態に関して、第１のシールアセンブリ（４８）は、Ｏリング支持体（５０
）に結合されるＯリング（４５）を含むことができ、例えば、Ｏリング（４５）は、少な
くとも部分的に、Ｏリング支持体（５０）内に嵌め込まれることができ、それによって、
第１の弁内側表面（４３）によって覆われると、Ｏリング（４５）は、第１の弁内側表面
（４３）と第１のシールアセンブリ（４８）との間の液密シールを提供するように機能す
ることができる。
【０１３６】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉを参照すると、第１の弁（３３）
は、第１のシールアセンブリ（４８）に向けて、対応して、第１の弁閉鎖位置（３８）に
向けて第１の弁（３３）を付勢し、第１の通路閉鎖状態（３６）を提供する、第１の弁付
勢部材（３７）によって付勢されることができる。
【０１３７】
　特定の実施形態に関して、第１の弁付勢部材（３７）は、ばね、例えば、コイルばねま
たは螺旋ばね（５１）等の弾力性圧縮性部材（１６）として構成されることができる。特
定の実施形態に関して、螺旋ばね（５１）は、螺旋ばね（５１）および第１の弁（３３）
が同軸であるように、第１の弁（３３）の一部の周りに配置され、第１の弁（３３）のそ
の部分を完全に囲繞することができる。したがって、螺旋ばね（５１）および第１の弁（
３３）は、同心関係に配置されることができる。
【０１３８】
　繰り返して言うと、従来の「迅速解放」結合器とは対照的に、瞬間的螺旋ばね（５１）
は、メス型およびオス型結合器（３）（５）が接続し、コネクタシステム（１）の接続さ
れた状態（７）を達成すると、第１の通路（４）の外部または外側に、故に、流体流路（
８）の外部または外側に配置される。対応して、流体流路（８）内の流体流動は、螺旋ば
ね（５１）に接触せず、これは、流体流路（８）内の菌膜成長のための潜在的基質の排除
および流体流路（８）内の流体流動に対する物理的妨害物の排除を含む、複数の理由から
有利であり得る。
【０１３９】
　再び、主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図３Ｇ、および図３Ｉを参照すると、螺旋ばね（５１）
は、一対の突出リブ（５２）（５３）間に配置されることができる。例えば、螺旋ばね第
１の端部（５４）は、第１の導管外側表面（４４）から外向きに延在する第１のリブ（５
２）を押し付けることができ、反対側の螺旋ばね第２の端部（５５）は、第１の弁外側表
面（５６）から外向きに延在する第２のリブ（５３）を押し付けることができる。
【０１４０】
　通常付勢状態である、非圧縮状態（１７）にあるとき、螺旋ばね（５１）は、第１のシ
ールアセンブリ（４８）とのシール可能係合に向けて、対応して、第１の弁（３３）が、
第１のポート（３５）をシール可能に閉塞し、第１の通路閉鎖状態（３６）を提供する、
第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて、第１の弁（３３）を付勢することができる。
【０１４１】
　第１の方向（４７）とは逆の、第２の方向（５７）における強制的推進に応じて、螺旋
ばね（５１）は、圧縮された状態（１８）に向かって圧縮され、第１の弁（３３）が、第
１のシールアセンブリ（４８）から離れるように、かつ第１のポート（３５）から離れる
ように第１の弁開放位置（３９）に向かって第１の弁座（３４）内を進行することを可能
にし、したがって、第１の通路開放状態（４０）を提供し、第１のポート（３５）を通る
、故に、第１の通路（４）を通る流体流動を可能にすることができる（図２Ｇの実施例に
示されるように）。
【０１４２】
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　ここで主に、図２Ｇを参照すると、螺旋ばね（５１）は、メス型およびオス型結合器（
３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、圧縮された状態（１８）に向かって圧
縮されることができ、したがって、第１の弁（３３）が、第１のシールアセンブリ（４８
）から離れるように、かつ第１のポート（３５）から離れるように第１の弁開放位置（３
９）に向かって、第１の弁座（３４）内を進行することを可能にし、したがって、第１の
通路開放状態（４０）を提供し、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路（４）
を通る流体流動を可能にする。さらに、コネクタシステム（１）の接続された状態（７）
の達成に応じて、第１の通路（４）は、オス型結合器（５）の第２の通路（６）と流体連
通し、流体流路（８）を提供することができ、それを通して、流体は、コネクタシステム
の第１および第２の端部（４１）（４２）間を流動することができる。
【０１４３】
　ここで主に、図５Ｇ、図５Ｈ、図６Ｇ、および図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、別
の例証的実施例として、第１の弁付勢部材（３７）は、弾力性かつ可撓性のある部材（５
８）として構成されることができる。しかしながら、第１の弁付勢部材（３７）は、本特
定の構成に限定される必要はない。
【０１４４】
　非撓曲状態（５９）にあるとき（図１３Ａから図１３Ｇの実施例に示されるように）、
弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、第１の弁（３３）を、第１の弁（３３）が、第
１のポート（３５）をシール可能に閉塞する（図５Ｈおよび図６Ｇの実施例に示されるよ
うに）、第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて付勢することができる。
【０１４５】
　強制的推進に応じて、弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、撓曲状態（６０）に向
けて撓曲され（図１４Ａから図１４Ｇの実施例に示されるように）、第１の弁（３３）が
、第１の弁開放位置（３９）に向かって第１のポート（３５）から離れるように第１の弁
座（３４）内を進行することを可能にし、それによって、第１のポート（３５）を通る、
故に、第１の通路（４）を通る流体流動を可能にし、第１の通路開放状態（４０）を提供
することができる（図５Ｇの実施例に示されるように）。
【０１４６】
　ここで主に、図５Ｇを参照すると、弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、メス型お
よびオス型結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、撓曲状態（６０）
に向けて撓曲され、したがって、第１の弁（３３）が、第１の弁開放位置（３９）に向か
って第１のポート（３５）から離れるように第１の弁座（３４）内を進行することを可能
にし、それによって、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路（４）を通る流体
流動を可能にし、第１の通路開放状態（４０）を提供することができる。さらに、コネク
タシステム（１）の接続された状態（７）の達成に応じて、第１の通路（４）は、オス型
結合器（５）の第２の通路（６）と流体連通し、流体流路（８）を提供することができ、
それを通して、流体は、コネクタシステムの第１および第２の端部（４１）（４２）間を
流動することができる。
【０１４７】
　ここで主に、図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、特定の実施形態に関して、弾力性か
つ可撓性のある部材（５８）は、円周方向に離間された関係に配置され、内部空間（６１
）を画定する、複数の弾力性かつ可撓性のある部材（５８）として構成されることができ
る。加えて、角度付けられた表面（６２）は、複数の弾力性かつ可撓性のある部材（５８
）に軸方向に隣接する関係に配置されることができる。
【０１４８】
　メス型およびオス型結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、複数の
弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、角度付けられた表面（６２）に向かって軸方向
に移動し、それによって、角度付けられた表面（６２）は、複数の弾力性かつ可撓性のあ
る部材（５８）を強制的に推進し、角度付けられた表面（６２）を中心として撓曲状態（
６０）に向けて撓曲させながら、内部空間（６１）内に受容されることができる（図１４
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Ａから図１４Ｇの実施例に示されるように）。対応して、第１の弁（３３）は、第１の弁
開放位置（３９）に向かって第１のポート（３５）から離れるように第１の弁座（３４）
内を進行し、それによって、第１のポート（３５）を通る、故に、第１の通路（４）を通
る流体流動を可能にし、第１の通路開放状態（４０）を提供する。
【０１４９】
　メス型およびオス型結合器（３）（５）の結合解除に応じて、複数の弾力性かつ可撓性
のある部材（５８）は、非撓曲状態（５９）に向けて付勢され（図１３Ａから図１３Ｇの
実施例に示されるように）、第１の弁（３３）を、第１の弁（３３）が第１のポート（３
５）をシール可能に閉塞する、第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて付勢する。
【０１５０】
　再び、主に、図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、特定の実施形態に関して、弾力性か
つ可撓性のある部材（５８）および第１の弁（３３）は、一体型構造体として形成される
ことができる。しかしながら、本発明は、そのように限定される必要はない。
第２の弁
【０１５１】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、図４Ｇ、図５Ｇ、図５Ｈ、および図７Ｇを参照すると、
オス型結合器（５）は、第２の通路（６）を画定する第２の導管（６３）（特定の実施形
態に関して、固定または可撤性フィルタを含んでもよい）と、第２の通路（６）を通る流
体流動を中断させるように動作可能な第２の弁（６４）とを含むことができる。
【０１５２】
　第２の弁（６４）は、第２の弁座（６５）内を移動可能であって、第２の通路（６）と
流体連通する第２のポート（６６）をシール可能に閉塞し、それによって、第２のポート
（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通る流体流動が中断される、第２の通路閉鎖
状態（６７）を提供することができる。
【０１５３】
　第２の弁（６４）は、第２の弁（６４）を、第２の弁（６４）が、例えば、第２のポー
ト（６６）をシール可能に覆い、第２の通路閉鎖状態（６７）を提供することによって、
第２のポート（６６）をシール可能に閉塞する、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢
する、第２の弁付勢部材（６８）によって付勢されることができる。
【０１５４】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図４Ｇを参照すると、単なる１つの例証的実施例
として、第２の弁付勢部材（６８）は、ばね等の弾力性圧縮性部材（１６）として構成さ
れることができる。しかしながら、第２の弁付勢部材（６８）は、本特定の構成に限定さ
れる必要はない。
【０１５５】
　通常付勢状態である、非圧縮状態（１７）にあるとき、弾力性圧縮性部材（１６）は、
第２の弁（６４）を、第２の弁（６４）が、第２のポート（６６）をシール可能に閉塞し
、第２の通路閉鎖状態（６７）を提供する（図２Ｈおよび図４Ｇの実施例に示されるよう
に）、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢することができる。
【０１５６】
　強制的推進に応じて、弾力性圧縮性部材（１６）は、圧縮された状態（１８）に向けて
圧縮され、第２の弁（６４）が、第２のポート（６６）から離れるように第２の弁開放位
置（７０）に向かって第２の弁座（６５）内を進行することを可能にし、したがって、第
２の通路開放状態（７１）を提供し、第２のポート（６６）を通る、故に、第２の通路（
６）を通る流体流動を可能にすることができる（図２Ｇの実施例に示されるように）。
【０１５７】
　ここで主に、図２Ｇを参照すると、弾力性圧縮性部材（１６）は、メス型およびオス型
結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、圧縮された状態（１８）に向
けて圧縮されることができ、したがって、第２の弁（６４）が、第２のポート（６６）か
ら離れるように第２の弁開放位置（７０）に向かって第２の弁座（６５）内を進行するこ
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とを可能にし、したがって、第２のポート（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通
る流体流動を可能にする、第２の通路開放状態（７１）を提供する。さらに、コネクタシ
ステム（１）の接続された状態（７）の達成に応じて、メス型結合器（３）の第１の通路
（４）は、第２の通路（６）と流体連通し、流体流路（８）を提供することができ、それ
を通して、流体は、コネクタシステムの第１および第２の端部（４１）（４２）間を流動
することができる。
【０１５８】
　従来の「迅速解放」結合器とは対照的に、瞬間的第２の弁付勢部材（６８）は、メス型
およびオス型結合器（３）（５）が接続し、コネクタシステム（１）の接続された状態（
７）を達成すると、第２の通路（６）の外部または外側に、故に、流体流路（８）の外部
または外側に配置される。対応して、流体流路（８）内の流体流動は、弾力性圧縮性部材
（１６）に接触せず、これは、流体流路（８）内の菌膜成長のための潜在的基質の排除お
よび流体流路（８）内の流体流動に対する物理的妨害物の排除を含む、複数の理由から有
利であり得る。
【０１５９】
　ここで主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図４Ｇを参照すると、第１の例証的実施例として
、第２の弁（６４）は、第２の弁座（６５）内を縦方向に進行または縦方向に摺動し得る
、第２の導（６３）によって提供されることができる。
【０１６０】
　第２の弁座（６５）は、第２の弁座（６５）が、第２の導管（６３）の周りに入れ子式
に配置され、第２の弁座（６５）内の第２の導管（６３）の縦方向進行を可能にするよう
に、第２の導管（６３）と入れ子式に係合するように構成されることができる。
【０１６１】
　本構成を用いることで、第２の弁座（６５）の第２の弁座内側表面（７２）は、第２の
導管（６３）の第２の導管外側表面（７３）に隣接して配置されることができ、それによ
って、液密シールは、第２の弁座内側表面（７２）と第２の導管外側表面（７３）との間
に存在することができる。特定の実施形態に関して、Ｏリング（４５）は、第２の導管外
側表面（７３）に結合されることができる、例えば、Ｏリング（４５）は、少なくとも部
分的に、第２の導管外側表面（７３）内に嵌め込まれることができ、それによって、第２
の弁座内側表面（７２）によって覆われると、Ｏリング（４５）は、第２の弁座内側表面
（７２）と第２の導管外側表面（７３）との間の液密シールを提供するように機能するこ
とができる。
【０１６２】
　第２の弁座（６５）は、第２の導管（６３）および第２のポート（６６）の構成に応じ
て、部分的または完全にのいずれかにおいて、第２のポート（６６）に近接（または隣接
）して第２の導管（６３）の一部を囲繞することができる。図２Ｇ、図２Ｈ、および図４
Ｇに図示される特定の実施形態に示されるように、第２の弁座（６５）は、第２の弁座（
６５）および第２の導管（６３）のその部分が同軸であるように、第２のポート（６６）
に近接して第２の導管（６３）の一部を完全に囲繞することができる。したがって、第２
の弁座（６５）および第２のポート（６６）に近接する第２の導管（６３）の部分は、同
心関係に配置されることができる。
【０１６３】
　本構成を用いることで、第２の導管（６３）および第２の弁座（６５）はともに、第２
の通路（６）の一部を提供することができる。より具体的には、第２の導管内側表面（７
４）および第２の弁座内側表面（７２）は、第２の通路（６）の一部を画定することがで
きる。特定の実施形態に関して、第２の導管内側表面（７４）および第２の弁座内側表面
（７２）は、円形またはほぼ円形の断面を有する円筒形またはほぼ円筒形である、第２の
通路（６）を画定することができる（図４Ｅの実施例に示されるように）。
【０１６４】
　第２の弁（６４）は、第１の方向（４７）に、第２の導管（６３）が、第２の通路（６
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）と流体連通する第２のポート（６６）をシール可能に閉塞し、それによって、第２のポ
ート（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通る流体流動が中断される、第２の通路
閉鎖状態（６７）を提供する、第２の弁閉鎖位置（６９）まで、第２の弁座（６５）内を
進行することができる。
【０１６５】
　第２の弁閉鎖位置（６９）にあるとき、１つまたはそれを上回るスペーサ（４９）を介
して、軸方向に離間された関係において第２の導管（６３）に固定して結合される、第２
のシールアセンブリ（７５）は、第２の弁座内側表面（７２）の内向きにテーパ状部分に
よって提供される係合表面（７６）とシール可能に係合し、したがって、第２のポート（
６６）が、シール可能に閉塞され、第２の通路（６）を通る流体流動を中断させる、第２
の通路閉鎖状態（６７）を提供することができる。
【０１６６】
　特定の実施形態に関して、第２の導管（６３）および第２のシールアセンブリ（７５）
は、一体型構造体として形成されることができる。しかしながら、本発明は、そのように
限定される必要はない。特定の実施形態に関して、第２の導管（６３）、１つまたはそれ
を上回るスペーサ（４９）、および第２のシールアセンブリ（７５）は、一体型構造体と
して形成されることができる。しかしながら、本発明は、そのように限定される必要はな
い。
【０１６７】
　特定の実施形態に関して、第２のシールアセンブリ（７５）は、Ｏリング支持体（５０
）に結合されるＯリング（４５）を含むことができ、例えば、Ｏリング（４５）は、少な
くとも部分的に、Ｏリング支持体（５０）内に嵌め込まれることができ、それによって、
係合表面（７６）によって覆われると、Ｏリングは、係合表面（７６）と第２のシールア
センブリ（７５）との間の液密シールを提供するように機能することができる。
【０１６８】
　再び、主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図４Ｇを参照すると、第２の導管（６３）は、第
２の導管（６３）、対応して、第２のシールアセンブリ（７５）を係合表面（７６）に向
けて、対応して、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢し、第２の通路閉鎖状態（６７
）を提供する、第２の弁付勢部材（６８）によって付勢されることができる。
【０１６９】
　特定の実施形態に関して、第２の弁付勢部材（６８）は、ばね、例えば、コイルばねま
たは螺旋ばね（５１）等の弾力性圧縮性部材（１６）として構成されることができる。特
定の実施形態に関して、螺旋ばね（５１）は、螺旋ばね（５１）および第２の導管（６３
）が同軸であるように、第２の導管（６３）の一部の周りに配置され、第２の導管（６３
）のその部分を完全に囲繞することができる。したがって、螺旋ばね（５１）および第２
の導管（６３）は、同心関係に配置されることができる。
【０１７０】
　繰り返して言うと、従来の「迅速解放」結合器とは対照的に、瞬間的螺旋ばね（５１）
は、メス型およびオス型結合器（３）（５）が接続し、コネクタシステム（１）の接続さ
れた状態（７）を達成すると、第２の通路（６）の外部または外側に、故に、流体流路（
８）の外部または外側に配置される。対応して、流体流路（８）内の流体流動は、螺旋ば
ね（５１）に接触せず、これは、流体流路（８）内の菌膜成長のための潜在的基質の排除
および流体流路（８）内の流体流動に対する物理的妨害物の排除を含む、複数の理由から
有利であり得る。
【０１７１】
　再び、主に、図２Ｇ、図２Ｈ、および図４Ｇを参照すると、螺旋ばね（５１）は、一対
の突出リブ（５２）（５３）間に配置されることができる。例えば、螺旋ばね第１の端部
（５４）は、第１のリブ（５２）を押し付けることができ、反対側の螺旋ばね第２の端部
（５５）は、第２の導管外側表面（７３）から外向きに延在する第２のリブ（５３）を押
し付けることができる。
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【０１７２】
　通常付勢状態である、非圧縮状態（１７）にあるとき、螺旋ばね（５１）は、第２の導
管（６３）、対応して、第２のシールアセンブリ（７５）を、係合表面（７６）に向けて
、対応して、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢し、それによって、第２のポート（
６６）をシール可能に閉塞し、第２の通路閉鎖状態（６７）を提供することができる。
【０１７３】
　第１の方向（４７）とは逆の、第２の方向（５７）における強制的推進に応じて、螺旋
ばね（５１）は、圧縮された状態（１８）に向けて圧縮され、第２の導管（６３）が、第
２の弁座（６５）内を進行し、係合表面（７６）から離れるように、かつ第２のポート（
６６）から離れるように第２の弁開放位置（７０）に向けて第２のシールアセンブリ（７
５）を配置することを可能に、したがって、第２の通路開放状態（７１）を提供し、第２
のポート（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通る流体流動を可能にすることがで
きる（図２Ｇの実施例に示されるように）。
【０１７４】
　ここで主に、図２Ｇを参照すると、螺旋ばね（５１）は、メス型およびオス型結合器（
３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、圧縮された状態（１８）に向けて圧縮
されることができ、したがって、第２の導管（６３）が、第２の弁座（６５）内を進行し
、第２のシールアセンブリ（７５）を係合表面（７６）から離れるように、かつ第２のポ
ート（６６）から離れるように第２の弁開放位置（７０）に向けて配置することを可能に
し、したがって、第２の通路開放状態（７１）を提供し、第２のポート（６６）を通る、
故に、第２の通路（６）を通る流体流動を可能にする。さらに、コネクタシステム（１）
の接続された状態（７）の達成に応じて、メス型結合器（３）の第１の通路（４）は、第
２の通路（６）と流体連通し、流体流路（８）を提供することができ、それを通して、流
体は、コネクタシステムの第１および第２の端部（４１）（４２）間を流動することがで
きる。
【０１７５】
　ここで主に、図５Ｇ、図５Ｈ、図７Ｇ、および図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、別
の例証的実施例として、第２の弁付勢部材（６８）は、弾力性かつ可撓性のある部材（５
８）として構成されることができる。しかしながら、第２の弁付勢部材（６８）は、本特
定の構成に限定される必要はない。
【０１７６】
　非撓曲状態（５９）にあるとき（図１３Ａから図１３Ｇの実施例に示されるように）、
弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、第２の弁（６４）を、第２の弁（６４）が第２
のポート（６６）をシール可能に閉塞する、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢する
ことができる（図５Ｈおよび図７Ｇの実施例に示されるように）。
【０１７７】
　強制的推進に応じて、弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、撓曲状態（６０）に向
けて撓曲され（図１４Ａから図１４Ｇの実施例に示されるように）、第２の弁（６４）が
、第２の弁開放位置（７０）に向かって第２のポート（６６）から離れるように第２の弁
座（６５）内を進行することを可能にし、それによって、第２のポート（６６）を通る、
故に、第２の通路（６）を通る流体流動を可能にし、第２の通路開放状態（７１）を提供
することができる（図５Ｇの実施例に示されるように）。
【０１７８】
　ここで主に、図５Ｇを参照すると、弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、メス型お
よびオス型結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、撓曲状態（６０）
に向けて撓曲され、したがって、第２の弁（６４）が第２の弁開放位置（７０）に向かっ
て第２のポート（６６）から離れるように、第２の弁座（６５）内を進行することを可能
にし、それによって、第２のポート（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通る流体
流動を可能にし、第２の通路開放状態（７１）を提供することができる。さらに、コネク
タシステム（１）の接続された状態（７）の達成に応じて、メス型結合器（３）の第１の
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通路（４）は、第２の通路（６）と流体連通し、流体流路（８）を提供することができ、
それを通して、流体は、コネクタシステムの第１および第２の端部（４１）（４２）間を
流動することができる。
【０１７９】
　ここで主に、図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、特定の実施形態に関して、弾力性か
つ可撓性のある部材（５８）は、円周方向に離間された関係に配置され、内部空間（６１
）を画定する、複数の弾力性かつ可撓性のある部材（５８）として構成されることができ
る。加えて、角度付けられた表面（６２）は、複数の弾力性かつ可撓性のある部材（５８
）に軸方向に隣接する関係に配置されることができる。
【０１８０】
　メス型およびオス型結合器（３）（５）の接続から生じる強制的推進に応じて、複数の
弾力性かつ可撓性のある部材（５８）は、角度付けられた表面（６２）に向かって軸方向
に移動し、それによって、角度付けられた表面（６２）は、複数の弾力性かつ可撓性のあ
る部材（５８）を強制的に推進し、角度付けられた表面（６２）を中心として撓曲状態（
６０）に向けて撓曲させながら、内部空間（６１）内に受容されることができる（図１４
Ａから図１４Ｇの実施例に示されるように）。対応して、第２の弁（６４）は、第２の弁
開放位置（７０）に向かって第２のポート（６６）から離れるように第２の弁座（６５）
内を進行し、それによって、第２のポート（６６）を通る、故に、第２の通路（６）を通
る流体流動を可能にし、第２の通路開放状態（７１）を提供する。
【０１８１】
　メス型およびオス型結合器（３）（５）の結合解除に応じて、複数の弾力性かつ可撓性
のある部材（５８）は、非撓曲状態（５９）に向けて付勢され（図１３Ａから図１３Ｇの
実施例に示されるように）、第２の弁（６４）を、第２の弁（６４）が第２のポート（６
６）をシール可能に閉塞する、第２の弁閉鎖位置（６９）に向けて付勢する。
【０１８２】
　再び、主に、図１３Ａから図１４Ｇを参照すると、特定の実施形態に関して、弾力性か
つ可撓性のある部材（５８）および第２の弁（６４）は、一体型構造体として形成される
ことができる。しかしながら、本発明は、そのように限定される必要はない。
管類
【０１８３】
　ここで主に、図１５Ａおよび図１５Ｂを参照すると、特定の実施形態に関して、コネク
タシステム（１）は、上記に説明されるように、コネクタシステム端部（４１）（４２）
、例えば、返し（７７）として構成され得る、コネクタシステムの第１の端部（４１）に
結合される、少なくとも１つの管（２）をさらに含むことができる。故に、管（２）は、
例えば、返し（７７）の周りでの摩擦係合を介して、返し（７７）と係合し、管（２）を
コネクタシステム（１）に固着して結合することができる。
【０１８４】
　再び、主に、図１５Ａおよび図１５Ｂを参照すると、特定の実施形態に関して、管（２
）は、延在部管類（７８）、例えば、反対側のＪ－ループ第１および第２の端部（８０）
（８１）を有するＪ－ループ（７９）等の可撓性延在部管類（７８）として構成されるこ
とができ、それによって、Ｊ－ループ第１の端部（８１）は、コネクタシステムの第１の
端部（４１）から外向きに延在する返し（７７）と係合し、Ｊ－ループ（７９）をコネク
タシステム（１）に固着して結合することができ、Ｊ－ループ第２の端部（８１）は、例
えば、ルアー係止継手（８３）等のＩＶカテーテルコネクタ（８２）を介して、静脈内（
ＩＶ）カテーテルに結合するように構成されることができる。
【０１８５】
　再び、主に、図１５Ａおよび図１５Ｂを参照すると、特定の実施形態に関して、コネク
タシステムの第２の端部（４２）はまた、コネクタシステム（１）、Ｊ－ループ（７９）
、およびＩＶカテーテルをリザーバに接続するために有用であり得る、ルアー係止継手（
８３）として構成されることができ、それによって、単なる１つの例証的実施例として、
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リザーバは、静脈内送達のための流体を含有してもよい。
【０１８６】
　特定の実施形態に関して、Ｊ－ループ（７９）は、荷重力が安全のための所定の閾値を
超えると、コネクタアセンブリ（１）から自動的に係脱するように構成されることができ
る。
【０１８７】
　管（２）を解放可能に接続するためのコネクタシステム（１）の特定の実施形態を作製
する方法は、第１の通路（４）を有するメス型結合器（３）を提供するステップと、第２
の通路（６）を有するオス型結合器（５）を提供するステップと、キャッチ（９）をメス
型結合器（３）に移動可能に結合するステップと、キャッチ受容要素（１０）をオス型結
合器（５）に結合するステップと、解放要素（１１）をメス型結合器（３）に移動可能に
結合するステップとを含むことができ、メス型結合器（３）のメス型結合器外側表面（１
２）に沿った解放要素（１１）の進行は、キャッチ（９）をキャッチ受容要素（１０）か
ら係脱させ、コネクタシステム（１）の接続解除された状態（１３）を達成する。
【０１８８】
　管（２）を解放可能に接続するためのコネクタシステム（１）の別の実施形態を作製す
る方法は、第１の通路（４）を画定する第１の導管（３２）を備えるメス型結合器（３）
、第１の通路（４）を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁（３３）、お
よび第１の通路（４）の外側に配置される第１の弁付勢部材（３７）を提供するステップ
であって、それによって、第１の弁付勢部材（３７）は、第１の弁（３２）を第１の弁閉
鎖位置（３）に向けて付勢するように動作可能であることができる、ステップと、第２の
通路（６）を画定する第２の導管（６３）を備えるオス型結合器（５）を提供するステッ
プとを含むことができる。
【０１８９】
　コネクタシステム（１）を作製する方法はさらに、上記および請求項に説明されるよう
なコネクタシステム（１）の付加的構成要素を提供するステップを含むことができる。
【０１９０】
　コネクタシステム（１）の構成要素は、機能コネクタシステム（１）を提供可能な多数
かつ様々な材料のいずれかのうちの１つまたはそれを上回るものから形成されることがで
きる。非限定的実施例として、材料は、ゴム、ゴム状材料、プラスチック、プラスチック
状材料、アクリル、ポリアミド、ポリエステル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリ塩
化ビニルベースの材料、シリコーンベースの材料、または同等物、もしくはそれらの組み
合わせを含む、またはそれから成ることができる。付加的非限定的実施例は、ポリマー材
料または樹脂、例えば、熱可塑性材、例えば、アクリル、ナイロン、ポリベンゾイミダゾ
ール、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリ塩化ビニル、ポリテトラフル
オロエチレン、または同等物、もしくはそれらの組み合わせ、熱硬化性材、例えば、ポリ
エステルファイバガラス、ポリウレタン、ゴム、ポリオキシベンジルメチレングリコール
アンハイドライド、尿素－ホルムアルデヒド発泡体、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ポリ
イミド、シアン酸エステル、ポリイソシアヌレート、ポリエステル樹脂、または同等物、
もしくはそれらの組み合わせ、エラストマ、例えば、天然ポリイソプレン、合成ポリイソ
プレン、ポリブタジエン、クロロプレンゴム、ブチルゴム、スチレン－ブタジエンゴム、
ニトリルゴム、エチレンプロピレンゴム、エピクロロヒドリンゴム、ポリアクリルゴム、
シリコーンゴム、フルオロシリコーンゴム、フルオロエラストマ、パーフルオロエラスト
マ、ポリエーテルブロックアミド、クロロスルホン化ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニ
ル、熱可塑性エラストマ（ＴＰＥ）、または同等物、もしくはそれらの組み合わせを含む
ことができる。
【０１９１】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）の１つまたはそれを上回る構成要素
は、抗菌材料から形成されることができる。
【０１９２】
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　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）の１つまたはそれを上回る構成要素
は、非金属材料から全体的に形成されることができる。
【０１９３】
　加えて、コネクタシステム（１）の構成要素は、用途に応じて、１つの部品として、プ
レス成形、射出成形、加工、機械加工、印刷、付加印刷、または同等物、もしくはそれら
の組み合わせ等の様々なプロセスのいずれかから生産されることができる、または複数の
部品からコネクタシステム（１）の構成要素に組み立てられる。
【０１９４】
　特定の実施形態に関して、コネクタシステム（１）の１つまたはそれを上回る構成要素
は、用途に応じて、使い捨てまたは再使用可能であることができる。
【０１９５】
　管（２）を解放可能に接続するためのコネクタシステム（１）の特定の実施形態を使用
する方法は、第１の通路（４）を有するメス型結合器（３）と、第２の通路（６）を有す
るオス型結合器（５）と、メス型結合器（３）に移動可能に結合されるキャッチ（９）と
、オス型結合器（５）に結合されるキャッチ受容要素（１０）とを備え、それによって、
メス型およびオス型結合器（３）（５）の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、
キャッチ（９）は、キャッチ受容要素（１０）と係合し、メス型結合器（３）の軸方向位
置をオス型結合器（５）に対して固定し、それによって、第１および第２の通路（４）（
６）が、流体連通状態に配置され、流体流路（８）を提供する、コネクタシステム（１）
の接続された状態（７）を達成し、メス型結合器（３）に移動可能に結合される解放要素
（１１）をさらに備え、それによって、メス型結合器（３）のメス型結合器外側表面（１
２）に沿った解放要素（１１）の進行は、キャッチ（９）をキャッチ受容要素（１０）か
ら係脱させ、コネクタシステム（１）の接続解除された状態（１３）を達成する、コネク
タシステム（１）を得るステップと、第１の管（２）をメス型結合器（３）に結合するス
テップと、第２の管（２）をオス型結合器（５）に結合するステップと、メス型およびオ
ス型結合器（３）（５）を解放可能に結合し、コネクタシステム（１）の接続された状態
（７）を達成するステップとを含むことができる。
【０１９６】
　特定の実施形態に関して、本方法はさらに、流体を流体流路（８）を通して流動させる
ステップを含むことができる。
【０１９７】
　特定の実施形態に関して、本方法はさらに、解放要素（１１）を強制的に推進し、メス
型結合器外側表面（１２）に沿って進行させ、キャッチ（９）をキャッチ受容要素（１０
）から係脱させ、コネクタシステム（１）の接続解除された状態（１３）を達成するステ
ップを含むことができる。
【０１９８】
　管（２）を解放可能に接続するためのコネクタシステム（１）の別の特定の実施形態を
使用する方法は、第１の通路（４）を画定する第１の導管（３２）と、第１の通路（４）
を通る流体流動を中断させるように動作可能な第１の弁（３３）と、第１の通路（４）の
外側に配置される第１の弁付勢部材（３７）であって、それによって、第１の弁（３３）
を第１の弁閉鎖位置（３８）に向けて付勢するように動作可能であることができる、第１
の弁付勢部材（３７）とを含む、メス型結合器（３）と、第２の通路（６）を画定する第
２の導管（６３）を含むオス型結合器（５）とを備え、それによって、メス型およびオス
型結合器（３）（５）の解放可能かつ嵌合可能な軸方向結合に応じて、コネクタシステム
（１）の接続された状態（７）が、達成されることができ、それによって、接続された状
態（１３）では、第１の弁（３３）は、第１の弁開放位置（３９）に向けて強制的に推進
され、流体が第１の通路（４）を通して流動することを可能にする、コネクタシステム（
１）を得るステップと、第１の管（２）をメス型結合器（３）に結合するステップと、第
２の管（２）をオス型結合器（５）に結合するステップと、メス型およびオス型結合器（
３）（５）を解放可能に結合し、コネクタシステム（１）の接続された状態を達成するス
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テップとを含むことができる。
【０１９９】
　特定の実施形態に関して、本方法はさらに、流体を第１の通路（４）を通して流動させ
るステップを含むことができる。
【０２００】
　先述から容易に理解されることができるように、本発明の基本的概念は、種々の方法で
具現化されてもよい。本発明は、最良の様態を含む、コネクタシステムならびにそのよう
なコネクタシステムを作製および使用するための方法の多数の様々な実施形態を伴う。
【０２０１】
　したがって、説明によって開示されるか、または本願に付随する図または表に示される
、本発明の特定の実施形態または要素は、限定的であることを意図しておらず、むしろ、
本発明によって一般的に包含される多数の多様な実施形態、またはそれらの任意の特定の
要素に関して包含される均等物を例示する。加えて、本発明の単一の実施形態または要素
の具体的説明は、可能性として考えられる全ての実施形態または要素を明示的に説明しな
い場合があり、多くの代替案が、説明および図によって暗示的に開示される。
【０２０２】
　装置の各要素または方法の各ステップは、装置の用語または方法の用語によって説明さ
れ得ることを理解されたい。そのような用語は、本発明が権利を有する、暗示的に広い範
囲を明示的にすることが所望される場合に置換されることができる。一実施例のみとして
、方法の全てのステップは、措置、その措置を講じるための手段、またはその措置を引き
起こす要素として開示され得ることを理解されたい。同様に、装置の各要素は、物理的要
素または物理的要素が促進する措置として開示されてもよい。一実施例のみとして、「コ
ネクタ」の開示は、明示的に議論されるかどうかにかかわらず、「接続」の行為の開示を
包含すると理解されるべきであり、逆に、「に接続する」行為の開示が効果的に存在した
場合、そのような開示は、「コネクタ」およびさらに「接続するための手段」の開示を包
含すると解釈されるべきである。各要素またはステップのためのそのような代替用語は、
説明に明示的に含まれると理解されるものである。
【０２０３】
　加えて、使用される各用語に関して、本願でのその利用が、そのような解釈と矛盾しな
い限り、Ｒａｎｄｏｍ　Ｈｏｕｓｅ　Ｗｅｂｓｔｅｒ’ｓ　Ｕｎａｂｒｉｄｇｅｄ　Ｄｉ
ｃｔｉｏｎａｒｙ第２版に含有されるように、一般的な辞書の定義が、各用語について説
明に含まれると解釈されるべきであり、各定義は、参照することにより本明細書に組み込
まれることを理解されたい。
【０２０４】
　本明細書の全ての数値は、明示的に示されるかどうかにかかわらず、「約」という用語
によって修飾されると仮定される。本発明の目的で、範囲は、「約」１つの特定の値から
「約」別の特定の値まで表されてもよい。そのような範囲が表されるとき、別の実施形態
は、一方の特定の値から他方の特定の値まで含む。終点による数値範囲の記載は、その範
囲内に包含される全ての数値を含む。１～５の数値範囲は、例えば、１、１．５、２、２
．７５、３、３．８０、４、５等の数値を含む。範囲のそれぞれの終点は、他の終点に関
して、および他の終点から独立して、両方で有意であることがさらに理解されるであろう
。値が「約」という先行詞の使用によって近似値として表されるとき、特定の値が別の実
施形態を形成することが理解されるであろう。「約」という用語は、概して、当業者が記
載された数値と同等であるか、または同一の機能もしくは結果を有すると見なすであろう
、数値の範囲を指す。同様に、「実質的に」という先行詞は、完全ではなく大部分が同一
の形態、様式、または程度を意味し、特定の要素は、当業者が同一の機能または結果を有
すると見なすような、一連の構成を有するであろう。特定の要素が「実質的に」という先
行詞の使用によって近似値として表されるとき、特定の要素が別の実施形態を形成するこ
とが理解されるであろう。
【０２０５】
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　また、本発明の目的で、「１つの」（「ａ」または「ａｎ」）実体という用語は、別様
に限定されない限り、１つまたはそれを上回るその実体を指す。したがって、「１つの」
（「ａ」または「ａｎ」）、「１つまたはそれを上回る」、および「少なくとも１つの」
という用語は、本明細書で同義的に使用されることができる。
【０２０６】
　さらに、本発明の目的のため、用語「結合される」またはその派生語は、実施形態に応
じて、間接的に結合される、結合される、直接結合される、接続される、直接接続される
、または統合されることを意味することができる。
【０２０７】
　したがって、本出願者は、少なくとも、ｉ）本明細書で開示および説明されるコネクタ
システムのそれぞれ、ｉｉ）開示および説明される関連方法、ｉｉｉ）これらのデバイス
および方法のそれぞれの類似、同等、およびさらに暗示的変形例、ｉｖ）示され、開示さ
れ、または説明される機能のそれぞれを達成する、これらの代替実施形態、ｖ）開示およ
び説明されるものを達成することが暗示的であるように示される、機能のそれぞれを達成
する、これらの代替設計および方法、ｖｉ）別個の独立した発明として示される、各特徴
、構成要素、およびステップ、ｖｉｉ）開示される種々のシステムまたは構成要素によっ
て増進される用途、ｖｉｉｉ）そのようなシステムまたは構成要素によって生産される、
結果として生じる製品、ｉｘ）前述に、および添付実施例のうちのいずれかを参照して、
実質的に説明されるような方法および装置、ｘ）開示される以前の要素のそれぞれの種々
の組み合わせおよび順列を請求すると理解されるべきである。
【０２０８】
　本願の背景技術の節は、該当する場合、本発明が関連する活動分野の記述を提供する。
本節はまた、本発明が取り入れられる技術の状態についての情報、問題、または懸念を関
係付けることに有用である、ある米国特許、特許出願、出版物、または請求された発明の
主題の言い換えを組み込むか、または含有し得る。本明細書で引用されるか、または組み
込まれる、任意の米国特許、特許出願、出版物、記述、または他の情報は、本発明に関す
る従来技術として承認されるものと解釈され、理解され、または見なされるものと意図さ
れるものではない。
【０２０９】
　本明細書に記載される請求項は、該当する場合、本発明の本説明の一部として参照する
ことによって本明細書に組み込まれ、本出願者は、請求項またはそれらの任意の要素もし
くは構成要素のうちのいずれかまたは全てを支持するために、付加的説明等の請求項のそ
のような組み込まれた内容の全体または一部を使用する権利を明示的に留保し、本出願者
はさらに、本願によって、またはその任意の後続の出願もしくは継続、分割、または部分
的継続出願によって、保護が求められる事柄を定義するため、または任意の国もしくは条
約の特許法、規則、または規制に従って、もしくは準拠して、料金の削減の任意の利益を
得るために、そのような請求項またはそれらの任意の要素もしくは構成要素のいずれかの
部分または全てを、説明から請求項の中へ、または逆も同様に、必要に応じて移動させる
権利を明示的に留保し、参照することによって組み込まれる、そのような内容は、その任
意の後続の継続、分割、または部分的継続出願、もしくはそれの任意の再発行または拡張
を含む、本願の係属全体の間に存続するものとする。
【０２１０】
　加えて、本明細書に記載される請求項は、該当する場合、本発明の限定数の好ましい実
施形態の境界を説明することをさらに意図しており、本発明の最も広義の実施形態または
請求され得る本発明の実施形態の完全な一覧として解釈されるものではない。本出願者は
、任意の継続、分割、部分的継続、または類似出願として上記に記載される説明に基づい
て、さらなる請求項を作成するいかなる権利も放棄しない。
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